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１ はじめに 
 

平成 18 年６月に施行した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革推進に

関する法律」に基づき、地方公共団体の資産・債務改革のひとつとして「新地方公会計

制度の整備」 が位置付けられました。これにより、発生主義・複式簿記の考え方の導

入を図り、「新地方公会計制度研究会報告書」（平成 18 年５月総務省）で示された

「基準モデル」または「総務省方式改訂モデル」のどちらかのモデルを採用し、地方

公共団体単体及び関連団体等も含む連結ベースの４つの財務書類（貸借対照表・行政

コスト計算書・資金収支計算書・純資産変動計算書）を平成 21 年度までに整備する

ことが求められました。 
 

その後、総務省が平成 27 年 1 月に公表した「統一的な基準による地方公会計マニ

ュアル」に基づき、全ての地方公共団体において、原則として平成 27 年度から平成 

29 年度までの３年度間に統一的な基準による財務書類等を作成することとされまし

た。 
 

本町においては、平成 28 年度決算から「統一的な基準」による財務書類を作成し、

上富良野町の資産の把握や財政状況の分析に努めることとしました。 

 

この財務書類は「一般会計等」と特別会計や企業会計（水道事業、病院事業等）を

合わせた「全体会計ベース」に加え、一部事務組合や第３セクターなど、町の財政に影

響する関係団体を含む「連結会計ベース」の３つの区分ごとに作成することになって

おり、上富良野町が所有する資産と債務が把握できます。 

 

今後も、これらの分析内容を充分活用し、より一層効率的な財政運営に取り組んで

まいります。 
  



 

 

２ 対象となる会計の範囲 

 

令和６年度における４つの財務書類は、「一般会計等（一般会計）」と特別会計や

企業会計をあわせた「全体会計」、本町が関係する関連団体を含めた「連結会計」の３つ

の区分で作成します。 

連 

結 

会 

計 

全 

体 

会 

計 

一般会計等 一般会計 

事業会計 
国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、ラベンダーハイ

ツ事業特別会計、後期高齢者医療特別会計 

企業会計 
水道事業会計、病院事業会計、簡易水道事業会計、公共下水

道事業会計 

一部事務組合等 北海道備荒資金組合、北海道後期高齢者医療広域連合 

第三セクター等 上富良野振興公社 

 

※ 令和６年度決算での一般会計等の対象会計は一般会計のみです 

※  一部事務組合等は複数の自治体と連携協力して行政サービスを実施している関係団

体です（統一的な基準による財務書類等を作成している団体） 

※  第三セクター等は資本金、基本金その他これらに準ずるものの 50％以上を本町が

出資している団体、または人件費の相当程度など重要な補助金を交付している団体で

す 

・作成基準日 

会計年度の最終日である令和７年 3 月 31 日です。 出納整理期間（令和７年 4 月 1

日から令和７年５月 31 日まで）の入出金については、作成基準日までに終了したも

のとして処理しています。 

企業会計及び関係団体における未収金・未払金のうち、一般会計及び特別会計と出

納整理 期間に取引があったものは、作成基準日までに入出金されたものとして処理し

ています。  



 

 

３ 財務書類４表について 

 

 

 

 

年度末時点において、町が保有する「資産」・「負債」・「純資産」の残高を示すもので

す。 

資産の部は、資金や金融資産と将来の世代に引き継ぐ社会資本の金額を示すものです。 

負債の部は、将来の世代が負担しなければならない金額を示しています。純資産の部

は、これまでの世代が負担した金額を示しています。 

 

 

 

 

 

１年間の行政活動で，福祉サービスやごみの収集にかかる経費など資産形成に結びつ

かない行政サービスに要したコストと使用料・手数料等の収益を示すものです。 

 

 

 

 

 

貸借対照表のうち「純資産の部」に計上されている数値が１年間でどのように変動

（増減）したかを示すものです。 

 

 

 

 

 

１年間における資金の流れを示すもので、性質に区分して、支出と収入を示し、どの

ような活動に資金が使われたかを示します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）貸借対照表（ＢＳ：Balance Sheet）：「ストック情報」 

（２）行政コスト計算書（ＰＬ：Profit and Loss statement）：「フロー情報」 

（３）純資産変動計算書（ＮＷ：Net Worth ）：「純資産の変動情報」 

（４）資金収支計算書（ＣＦ：Cash Flow statement ）：「現金収支情報」 

 



（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 27,798,421 40,667,061 40,934,883 固定負債 7,529,624 18,639,285 18,639,289

有形固定資産 24,276,240 36,640,614 36,641,647 地方債 6,674,958 13,868,445 13,868,445

事業用資産 11,199,222 16,610,167 16,610,936 長期未払金 - - -

土地 2,837,405 2,838,405 2,838,405 退職手当引当金 801,136 801,136 801,140

立木竹 179,153 179,153 179,153 損失補償等引当金 - - -

建物 16,192,241 22,647,193 22,647,961 その他 53,530 3,969,704 3,969,704

建物減価償却累計額 △ 9,360,175 △ 10,427,011 △ 10,427,011 流動負債 795,744 3,037,673 3,043,834

建物減損損失累計額 - - - 1年内償還予定地方債 661,233 936,350 936,350

工作物 1,605,714 1,819,506 1,819,506 未払金 - 1,897,691 1,901,157

工作物減価償却累計額 △ 266,887 △ 458,848 △ 458,848 未払費用 - - 333

工作物減損損失累計額 - - - 前受金 - 379 379

船舶 - - - 前受収益 - - -

船舶減価償却累計額 - - - 賞与等引当金 67,641 117,736 117,752

船舶減損損失累計額 - - - 預り金 41,877 52,864 55,211

浮標等 - - - その他 24,994 32,653 32,653

浮標等減価償却累計額 - - - 8,325,369 21,676,958 21,683,123

浮標等減損損失累計額 - - - 【純資産の部】

航空機 - - - 固定資産等形成分 28,540,650 33,561,591 33,829,516

航空機減価償却累計額 - - - 余剰分（不足分） △ 8,081,067 △ 10,727,631 △ 10,642,026

航空機減損損失累計額 - - - 他団体出資等分 - 100423 100,423

その他 - - -

その他減価償却累計額 - - -

その他減損損失累計額 - - -

建設仮勘定 11,770 11,770 11,770

インフラ資産 10,515,846 17,131,520 17,131,520

土地 309,789 411,810 411,810

建物 21,323 477,553 477,553

建物減価償却累計額 △ 5,860 △ 29,505 △ 29,505

建物減損損失累計額 - - -

工作物 48,280,563 55,461,033 55,461,033

工作物減価償却累計額 △ 38,119,196 △ 39,834,745 △ 39,834,745

工作物減損損失累計額 - - -

その他 - 749,923 749,923

その他減価償却累計額 - △ 171,140 △ 171,140

その他減損損失累計額 - - -

建設仮勘定 29,227 66,591 66,591

物品 3,547,260 4,263,481 4,263,745

物品減価償却累計額 △ 986,088 △ 1,364,554 △ 1,364,554

物品減損損失累計額 - - -

無形固定資産 104,650 126,691 127,087

ソフトウェア 104,650 123,442 123,838

その他 - 3,249 3,249

投資その他の資産 3,417,531 3,899,756 4,166,149

投資及び出資金 30,324 30,324 30,354

有価証券 9,400 9,400 9,400

出資金 20,924 20,924 20,954

その他 - - -

投資損失引当金 - - -

長期延滞債権 18,773 19,838 20,135

長期貸付金 - 5,700 5,700

基金 3,368,690 3,422,623 3,688,728

減債基金 838,178 838,178 838,178

その他 2,530,512 2,584,445 2,850,550

その他 - 421,589 421,589

徴収不能引当金 △ 256 △ 318 △ 356

流動資産 986,530 3,944,282 4,036,153

現金預金 224,795 2,648,318 2,737,336

未収金 136,801 373,861 374,616

短期貸付金 - - -

基金 624,967 905,252 905,628

財政調整基金 624,967 905,252 905,628

減債基金 - - -

棚卸資産 - 7,283 9,007

その他 - 9,709 9,709

徴収不能引当金 △ 32 △ 141 △ 143

繰延資産 - - - 20,459,582 22,934,384 23,287,913

28,784,951 44,611,342 44,971,036 28,784,951 44,611,342 44,971,036

貸借対照表
（令和７年３月31日現在）

連　　　結全　　　体

純資産合計

科目 一般会計等 科目 一般会計等全　　　体 連　　　結

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計



 

 

 

 

 

貸借対照表は令和６年度末（令和７年 3 月 31 日）において、町が保有している「資産」

とその資産をどのような財源（「負債」・「純資産」）でまかなっているかを表していま

す。 左側に「資産」、右側には資産を形成した財源を「負債」（将来世代の負担）と資産

と負債の差額である「純資産」（これまでの世代の負担）に分けて対照表示したものです。 

 

■内容の説明 

「固定資産」：事業用資産（庁舎、学校、保健福祉総合センター等）とインフラ資産

（公園、道路、排水路等）に分けられ、将来の世代に引き継ぐ社会資本

や出資金などの投資その他の資産の合計です。 

 

「流動資産」：資金（年度末に保有している現金及び基金以外の預金）や税等の未収金、

貸付金、財政調整基金等の積立金、基金など将来現金化することが可能

な財産です。 

 

「固定負債」：流動負債に計上した公債の残額や退職給付（手当）引当金など将来の世

代の負担となるものです。 

 

「流動負債」：1 年内償還予定公債（町債）やその他賞与引当金、預り金などです。 

 

「純資産」：過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産です。 

 

 

  

（１） 貸対照表（バランスシート）（令和７年 3 月 31 日現在） 



 

 

【 貸借対照表からわかること 】 

 

・ 一般会計等では資産２８７億８,４９５万１千円に対して、負債が 8３億２,５３６万９

千円、純資産が２０４億５,９５８万２千円となりました。 

 

・ 全体会計では資産４４６億１,１３４万２千円に対して、負債が２１６億７,６９５万８

千円、純資産が２２９億３,４３８万４千円となりました。 

 

・ 連結会計では資産４４９億７,１０３万 6 千円に対して、負債が２１６億８,３１２万３

千円、純資産が２３２億８,７９１万３千円となりました。 

 

(1) 資産について 

資産は町政運営の資源として用いられ、将来にわたり行政サービスを提供するため

に使用されるものです。 

本町の一般会計等の総資産は２８７億８,４９５万１千円、町民 1 人当たりに換算す

ると３０１万円となります。全体会計の総資産は４４６億１,１３４万２千円、町民 1

人当たり４６６万５千円となります。連結会計の総額は４４９億７,１０３万６千円、

町民 1 人当たり４７０万２千円となります。 

 

(2) 負債について 

  負債は公債（町債）などの将来において支払いの必要があり、将来の世代が負担する

こととなる固定負債（非流動負債）と短期間のうちに支払期限が到来する流動負債に区

分されます。 

本町の負債は一般会計等で総額８３億２,５３６万９千円、町民 1 人当たりに換算する

と８７万１千円となります。全体会計の総額は２１６億７,６９５万８千円、町民 1 人当

たり２２６万７千円、連結会計の総額は２１６億８,３１２万３千円、町民 1 人当たり２

２６万７千円となります。 

 

(3) 純資産について 

  これまでの世代の負担で形成した純資産については一般会計等で２０４億５,９５８万

２千円、1 人当たり２１３万９千円、全体会計で２２９億３,４３８万４千円、1 人当た

り２３９万８千円、連結会計で２３２億８,７９１万３千円、1 人当たり２４３万５千円

です。 

 

※ 町民１人当たりの数値については、令和７年３月 31 日現在の住民基本台帳人口

9,５６４人で算出 

  



（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

3,765

12,600,941

行政コスト計算書
 自　令和６年４月 １日

 至　令和７年３月31日

12,592,494

14,126

-

-

-

-

1,054,775

-

8,642

28,332

726,683

△698,351

264,938

74,496

440

190,002

5,924,289

4,860,872

325,641

4,080,409

1,950,467

259,437

1,853,071

17,434

1,914

2,936,437

1,054,775

-

1,971,252

259,437

1,852,950

2,767

211,378

74,496

14,126

5,679

1,914

3,765

10,639,550

連　　　結

12,620,827

6,696,537

2,351,191

1,907,151

118,397

1

-

-

-

-

11,259

5,679

8,642

△107,752

726,683

△834,435

10,633,970

11,259

403

136,479

3,999,854

全　　　体

10,526,218

6,526,363

2,228,579

1,784,603

118,378

-

325,598

4,086,406

-

7,734,489

-

-

-

-

1,914

1,914

139,985

239,488

7,736,403

-

-

379,473

科目 一般会計等

8,115,876

4,468,319

1,164,741

71,017

1,475,585

22

114,355

74,016

3,647,557

2,086,068

1,054,775

498,157

8,556

39,882

457

862,870

67,641

-

234,230

3,189,222

1,642,598



 

 

 

 

令和６年度 1 年間の経常的な行政活動のうち、福祉サービスやごみの収集にかかる経費

など、資産形成につながらない行政サービスに要したコストと、その財源となる使用料や

手数料等の収入の関係を表し、企業会計における損益計算書にあたるものです。 減価償却

費など非現金コストについても計上し、経常費用合計から経常収益合計を差し引いたもの

が令和５年度の純経常行政コストとなります。 

 

■内容の説明 

「人件費」：職員給与や議員報酬、退職手当引当金（全職員が年度末に普通退職したと

仮定した場合の見込額を 繰入れた額）など 

 

「物件費等」：備品や消耗品、施設等の維持補修の費用、社会資本の経年劣化等に伴う

減少額（減価償却費）、 委託料や使用料・手数料など 

 

「その他の業務費用」：公債（町債）償還の利子など 

 

「移転費用」：町民や各団体等への補助金や児童手当、生活保護などの社会保障関係給

付など 

 

「経常収益」：使用料・手数料など、サービスの提供に対する収入等 

 

【 行政コスト計算書からわかること 】 

 

(1) 経常費用について 

・経常費用は一般会計等で８１億１,５８７万６千円、町民 1 人当たりに換算すると８

４万９千円、全体会計で１０５億 2,６２１万 8 千円、町民 1 人当たり１１０万１千

円、連結会計で１２６億２,０８２万７千円、町民 1 人当たり 1３２万円です。 

 

(2) 経常収益について 

・行政サービスを利用する町民が対価として負担する使用料・手数料などの経常収益

は一般会計等で３億７,９４７万３千円、町民 1 人当たりに換算すると４０万円、全

体会計で△1 億７７５万２千円、町民 1 人当たりに換算すると△1 万１千円、連結

会計で２,８３３万２千円、町民 1 人当たりに換算すると３千円です。 

 

・経常費用から経常収益を引いた純経常行政コストは一般会計等で７７億３,６４０万

３千円、町民 1 人当たりに換算すると８０万９千円、全体会計で１０６億３,３９７

万円、町民 1 人当たり 1１１万 2 千円、連結会計で 1２５億９,２４９万４千円、町

民 1 人当たり 1３１万 7 千円となり、不足する部分については町税などで賄ってい

ます。 

 

※ 町民１人当たりの数値については、令和７年３月 31 日現在の住民基本台帳人口

9,５６４人で算出 

（２）行政コスト計算書 （令和６年 4 月１日から令和７年３月 31 日） 
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令和６年度中の純資産（国・道や過去及び現世代が負担した将来返済が不要な財産）の

変動額を明らかにし、どのような財源や要因により増減したかを表しています。 

 

 

■内容の説明 

「純行政コスト（△）」：行政コスト計算書によって計算された行政サービスに対する

コストの財源不足分 を表しています。 

 

「財源」：町税、地方譲与税などの税収等や国県等補助金など行政コスト計算書に計上

されない財源を表しています。 

 

「固定資産等の変動」：有形固定資産等の増加と減少や貸付金・基金等の形成と取崩の

額を表しています。 

 

「資産評価差額」：固定資産や有価証券等の当該年度における評価益と評価損との差額

を表しています。 

 

「無償所管換等」：無償で譲渡または取得した固定資産の評価額を表しています。 

  

 

【純資産変動計算書からわかること】 

 

・一般会計等は「期末純資産残高２０４億５,９５８万２千円」から「期首純資産残高２０

８億４,２６６万６千円」を引いた『△3 億 8,３０８万 3 千円』が令和６年度における純

資産の増減した額です。全体会計は「期末純資産残高２２９億３,４３８万４千円」から

「期首純資産残高２３１億５,８４８万２千円」を引いた『△２億２,４０９万８千円』、

連結会計は「期末純資産残高 2３２億８,７９１万３千円」から「期首純資産残高２３５

億２,５１８万３千円」を引いた『△２億３,７２７万１千円』が純資産の増減した額です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）純資産変動計算書 （令和６年 4 月 1 日から令和７年 3 月 31

日） 



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 6,660,239 8,731,876 10,824,426

業務費用支出 3,012,682 4,732,021 4,900,137
人件費支出 1,110,148 2,172,097 2,294,704
物件費等支出 1,767,353 2,292,099 2,284,085
支払利息支出 39,882 74,496 74,496
その他の支出 95,299 193,329 246,852

移転費用支出 3,647,557 3,999,854 5,924,289
補助金等支出 2,086,068 2,936,437 4,860,872
社会保障給付支出 1,054,775 1,054,775 1,054,775
他会計への繰出支出 498,157 - -
その他の支出 8,556 8,642 8,642

業務収入 7,662,345 11,339,015 13,420,322
税収等収入 5,500,297 6,589,241 8,315,556
国県等補助金収入 1,783,629 1,609,578 1,830,264
使用料及び手数料収入 140,433 2,885,573 3,016,248
その他の収入 237,986 254,623 258,254

臨時支出 - - -
災害復旧事業費支出 - - -
その他の支出 - - -

臨時収入 - - -
業務活動収支 1,002,106 2,607,140 2,595,895
【投資活動収支】

投資活動支出 1,226,634 5,697,621 5,779,154
公共施設等整備費支出 684,655 5,155,508 5,163,302
基金積立金支出 451,339 451,473 514,617
投資及び出資金支出 - - -
貸付金支出 90,640 90,640 101,235
その他の支出 - - -

投資活動収入 471,846 695,176 776,839
国県等補助金収入 - 637,078 637,078
基金取崩収入 378,019 378,019 427,375
貸付金元金回収収入 90,640 90,640 102,027
資産売却収入 3,187 3,187 3,187
その他の収入 - △ 413,748 △ 392,828

投資活動収支 △ 754,788 △ 5,002,445 △ 5,002,314
【財務活動収支】

財務活動支出 673,086 952,467 952,467
地方債償還支出 673,086 952,467 952,467
その他の支出 - - -

財務活動収入 301,295 4,573,773 4,573,773
地方債発行収入 301,295 4,452,095 4,452,095
その他の収入 - 121,678 121,678

財務活動収支 △ 371,791 3,621,306 3,621,306
△ 124,472 1,226,001 1,214,887

307,391 1,380,440 1,484,139
比例連結割合変更に伴う差額 △ 3,567

182,919 2,606,441 2,695,459

前年度末歳計外現金残高 41,877 41,877 41,877
本年度歳計外現金増減額 - - 0
本年度末歳計外現金残高 41,877 41,877 41,877
本年度末現金預金残高 224,795 2,648,318 2,737,336

本年度末資金残高

科　　　目 一般会計等

 自　令和６年４月 １日

資金収支計算書

 至　令和７年３月31日

連　　　結全　　　体

本年度資金収支額
前年度末資金残高



 

 

 

 
 

令和６年度における行政活動に伴う現金等の資金の増減を、性質の異なる三つの活動

「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」に区分し、金額を表示したもの

で、どのような活動に資金を必要であったかを表しています。 

 

 

■内容の説明 

「業務活動収支」：行政サービスを行う中で毎年度継続的に収入・支出されるものです。 

 

「投資活動収支」：学校・道路・公園などの資産形成や投資・貸付金などの収入・支出

などです。 

 

「財務活動収支」：公債（町債）・借入金などの借入（収入）や償還（支出）などです。 

 

 

【 資金収支計算書からわかること】 

 

・ 一般会計等については、業務活動収支が１０億２１０万６千円、固定資産への投資キ

ャッシュフローである投資活動収支が△７億５,４７８万８千円、財務活動収支は３億

７,１７９万１千円となりました。結果として資金収支のトータルは△１億２,４４７万

2 千円となり、当年度末資金残高は１億８,２９１万９千円となりました。 

 

・ 全体会計については、業務活動収支が２６億７１４万円、投資活動収支が△５０億２

４４万５千円、財務活動収支が３６億２,１３０万６千円となり、資金収支は１２億２,

６００万１千円、当年度末資金残高は２６億６４４万１千円となりました。 

 

・ 連結会計については、業務活動収支が２５億９,５８９万５千円、投資活動収支が△５

０億２３１万４千円、財務活動収支が３６億２,１３０万６千円となり、資金収支１２億

１,４８８万７千円、当年度末資金残高は２６億９,５４５万９千円となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）資金収支計算書 （令和６年 4 月 1 日から令和７年 3 月 31 日） 



 

 

４ 令和６年度財務書類分析値 

 一般会計等 全体会計 連結会計 

資 産 

形成度 

① 町民１人当たり資産額 
3,010 千円 

（3,009 千円） 

4,665 千円 

（3,664 千円） 

4,702 千円 

（3,705 千円） 

② 歳入額対資産比率 
3.29 年分 

（3.12 年分） 

2.48 年分 

（2.54 年分） 

2.22 年分 

（2.23 年分） 

③ 有形固定資産減価償却

率 

（資産老朽化比率） 

 

70.0％ 

（68.6%） 

61.2% 

（66.7%） 

61.2％ 

（66.7%） 

世代間 

公平性 

① 純資産比率 
71.1％ 

（70.6%） 

51.4％ 

（62.6%） 

51.8％ 

（62.9%） 

② 社会資本等形成の世代

間負担比率 

38.8％ 

（34.5%） 

43.9％ 

（41.7%） 

43.9％ 

（41.7%） 

持 続 

可能性 

[健全性] 

① 町民１人当たり負債額 
871 千円 

（885 千円） 

2,267 千円 

（1,370 千円） 

2,267 千円 

（1,373 千円） 

② 基礎的財政収支 

（プライマリーバランス） 

207,436 千円 

（△454,757 千円） 

△2,469,801 千円 

（△982,333 千円） 

△2,480,915 千円 

（△964,010 千円） 

③ 債務償還可能年数 
4.3 年 

（6.1 年） 

6.6 年 

（8.4 年） 

6.6 年 

（8.1 年） 

効率性 

① 町民１人当たり行政コ

スト 

809 千円 

（742 千円） 

1,112 千円 

（1,002 千円） 

1,317 千円 

（1,197 千円） 

② 町民１人当たり人件費 
122 千円 

（91 千円） 

233 千円 

（192 千円） 

246 千円 

（204 千円） 

③ 町民１人当たり減価償

却費 

154 千円 

（144 千円） 

194 千円 

（167 千円） 

194 千円 

（167 千円） 

④ 町民１人当たり補助金

等 

218 千円 

（189 千円） 

307 千円 

（308 千円） 

508 千円 

（498 千円） 

弾力性 ① 行政コスト対税収等比

率 

101.0％ 

（93.6%） 

88.8％ 

（93.0%） 

89.6％ 

（93.2%） 

自律性 ① 受益者負担の割合 
4.7％ 

（3.9%） 

△1.0％ 

（1.8%） 

0.2％ 

（2.6%） 

 

※ 町民 1 人当たりの数値については、令和７年３月３1 日現在の住民基本台帳人口 9,

５６４人を用いています。カッコ内は前年度数値 

 

 



 

 

 

 

  

５ 分析比率の意味・内容について 

Ⅰ 資産形成度の指標「将来世代に残る資産はどのくらいあるか」 

 

 

町が所有する資産額を住民人口で除して、１人当たりの金額を算出したものです。 

 

（一般会計等） 28,784,951 千円／9,564 人 ＝3,010 千円  

（全体会計）  44,611,342 千円／9,564 人 ＝4,665 千円  

（連結会計）  44,971,036 千円／9,564 人 ＝4,702 千円  

 

 

 

 

 

 

本年度の歳入総額に対する資産の比率を表したものです。これまでに取得した資産が、

歳入の何年分に相当するかを表しています。 

 

（一般会計等） 

28,784,951 千円／（  8,435,486 千円＋ 307,391 千円）＝3.29 年分  

（全体会計） 

44,611,342 千円／（16,607,964 千円＋1,380,440 千円）＝2.48 年分  

（連結会計） 

44,971,036 千円／（18,770,934 千円＋1,484,139 千円）＝2.22 年分 

 

 

 

 

 

 

土地や建設仮勘定（建設中の建物等に支払った建設費の一部）以外の有形固定資産を一

定の耐用年数によって減価償却を実施した場合、年度末における資産が全体としてどの程

度経過しているかの比率で 100％に近いほど老朽化の程度が高いことを示しています。 

 

 

（一般会計等） 48,738,206 千円／69,647,101 千円＝70.0％  

（全体会計）  52,285,803 千円／85,418,689 千円＝61.2％ 

（連結会計）  52,285,803 千円／85,419,721 千円＝61.2％ 

 

 

③ 有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 

有形固定資産の減価償却累計額 ／ 取得価額等 

 

① 町民１人当たり資産額              資産合計 ／住民基本台帳人口 

② 歳入額対資産比率（全体会計）  

資産合計 ／ （ 本年度収入合計 ＋ 前年度末資金残高 ） 



 

 

 

 

Ⅱ 世代間公平性の指標 「将来世代と現世代との負担の分担は適切か」 

 

 

 

 

地方公共団体が有する資産のうち純資産の部分は過去及び現役世代の負担によるもので、

負債の部分は将来の返済が必要なものとして将来世代が負担することになります。 

そのため、純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動したことを意

味します。将来負担を過重にしないためにも純資産比率は高い方が良いとされています。 

 

 

（一般会計等） 20,459,582 千円／28,784,951 千円＝71.1％  

（全体会計）  22,934,384 千円／44,611,342 千円＝51.4％ 

（連結会計）  23,287,913 千円／44,971,036 千円＝51.8％ 

 

 

 

 

 

 

 町の所有する社会資本等の財源のうち、将来償還等が必要な負債が占める割合（公共資

産等形成充当負債の割合）を算出することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担

の比率を把握することができます。この比率が高いほど、将来世代の負担が大きいことを

示しています。 

 

 

（一般会計等） 7,336,191 千円／21,715,068 千円＝33.8％ 

（全体会計）  14,804,795 千円／33,741,687 千円＝43.9％ 

（連結会計）  14,804,795 千円／33,742,456 千円＝43.9％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 社会資本等形成の世代間負担比率 

 地方債等 ／ 社会資本等（事業用資産＋インフラ資産） 

① 純資産比率                     純資産合計 ／ 資産合計 

 



 

 

 

 

Ⅲ 持続可能性（健全性）の指標  「財政に持続可能性があるか（どのくらい借金がある

か）」 

 

 

 

 

負債（将来世代の負担）が町民１人当たりいくらあるのかを表し、町民１人当たりの資

産や純資産などと対比して財政の健全性を検討する指標です。 

資産形成度の指標の①町民１人当たり資産額と比較すると一般会計等で負債額の約 3 倍

の資産、全体会計、連結会計で負債額の約２倍の資産を保有していることがわかります。 

 

 

（一般会計等） 8,325,369 千円／9,564 人＝   871 千円  

（全体会計）  21,676,958 千円／9,564 人＝2,267 千円 

（連結会計）  21,683,123 千円／9,564 人＝2,267 千円 

 

 

 

 

 

 

資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く）及び投資活動収支の合算額の

ことをいい、地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入の収

支を示しています。当該収支が均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らな

い限り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえま

す。 

 

 

（一般会計等） 

1,002,106 千円－39,882 千円＋△   754,788 千円＝      207,436 千円  

（全体会計） 

2,607,140 千円－74,496 千円＋△5,002,445 千円＝△2,469,801 千円 

（連結会計） 

2,595,895 千円－74,496 千円＋△5,002,314 千円＝△2,480,915 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 町 民１人当たり負債額             負債額 ／ 住民基本台帳人口 

② 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

業務活動収支 － 支払利息支出 ＋ 投資活動収支 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方債や退職手当引当金といった実質債務の全てに対し、償還財源上限額をすべて償還

に充てた場合、何年で現在の債務を償還できるかを示す指標です。債務償還能力は債務償

還可能年数が短いほど高いといえます。債務の償還原資を経常的な業務活動からどれだけ

確保できているかということは、債務償還能力を把握するうえで非常に重要な指標です。 

 

 

（一般会計等） 

（8,325,369 千円－3,993,657 千円）／ 

（1,002,106 千円＋9,995 千円＋0 千円）＝4.3 年  

（全体会計） 

（21,676,958 千円－4,327,875 千円）／ 

（2,607,140 千円＋9,995 千円＋0 千円）＝6.6 年 

（連結会計） 

（21,683,123 千円－4,594,356 千円）／ 

（2,595,895 千円＋9,995 千円＋0 千円）＝6.6 年 

 

 

 

Ⅳ 効率性の指標「行政サービスは効率的に提供されているか」 

 

 

 

 

 行政コスト（資産形成につながらない行政サービス等）は、町民１人当たりいくらかか

っているのかを表しています。 

 

 

（一般会計等）   7,736,403 千円／9,564 人＝   809 千円  

（全体会計）    10,633,970 千円／9,564 人＝1,112 千円 

（連結会計）    12,592,494 千円／9,564 人＝1,317 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 債務償還可能年数 

(将来負担額－充当可能基金残高）／  

(業務活動収支[黒字分]＋臨時財政対策債発行可能額＋減収補填債特例分発行額) 

① 町 民１人当たり行政コスト      純経常行政コスト ／ 住民基本台帳人口 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

行政コストのうち人件費だけに絞って町民１人当たりのコストを計算したものです。人

件費には、議員や職員、嘱託員にいたるまで、実際の給与や手当退職負担金の現金支出額

のみならず発生主義において認識した退職手当引当金や賞与引当金も含んでいます。 

 

 

（一般会計等）   1,164,741 千円／9,564 人＝122 千円  

（全体会計）    2,228,579 千円／9,564 人＝233 千円 

（連結会計）    2,351,191 千円／9,564 人＝246 千円 

 

 

 

 

 

 社会資本等（事業用資産＋インフラ資産）の使用コストを表す減価償却費が、町民１人

当たりいくらになるかを表しています。 

 

 

（一般会計等） 1,475,585 千円／9,564 人＝154 千円  

（全体会計）  1,852,950 千円／9,564 人＝194 千円 

（連結会計）  1,853,071 千円／9,564 人＝194 千円 

 

 

 

 

 

政策目的により町民や各団体などへ支出する補助金などが、町民１人当たりいくらにな

るかを表しています。 

 

（一般会計等） 2,086,068 千円 ／9,564 人＝218 千円  

（全体会計）  2,936,437 千円 ／9,564 人＝307 千円 

（連結会計）  4,860,872 千円 ／9,564 人＝508 千円 

 

 

 

 

 

 

 

② 町 民１人当たり人件費             人件費 ／ 住民基本台帳人口 

 

③ 町 民１人当たり減価償却費          減価償却費／住民基本台帳人口 

 

④ 町 民１人当たり補助金等            補助金等／ 住民基本台帳人口 

 



 

 

 

 

Ⅴ 弾力性の指標「資産形成等を行う余裕はどのくらいあるか」 

 

 

 

 

 

税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を表しています。当該年度の税収等のう

ち、どれだけが資産形成を伴わない行政コストに使われたのかを把握することができます。

この比率が 100％に近づくほど資産形成の余裕度が低く、さらに 100％を上回ると、過

去から蓄積した資産が取り崩されたことを表します。 

 

 

（一般会計等）    7,736,403 千円 ／  7,662,345 千円＝101.0％  

（全体会計）     10,633,970 千円 ／11,976,093 千円＝  88.8％ 

（連結会計）     12,592,494 千円 ／14,057,400 千円＝  89.6％ 

 

 

 

Ⅵ 自律性の指標「歳入はどのくらい税収等で賄われているか（受益者負担の水準はどう

なっているか）」 

 

 

 

 

 地方公共団体の経常費用のうち、サービスの受益者が直接的に負担するコストの比率で

す。 

 

（一般会計等）   379,473 千円 ／  8,115,876 千円＝ 4.7％  

（全体会計） △107,752 千円 ／10,526,218 千円＝△1.0％ 

（連結会計）    28,332 千円 ／12,620,827 千円＝ 0.2％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 行政コスト対税収等比率  

純経常行政コスト ／ （一般財源+財源等（税収等＋国県等補助金）） 

 

① 受益者負担比率                    経常収益 ／ 経常費用 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


